
２００８年３月の経済情勢 

 

１．概要 

（１）フェルナンデス大統領は議会演説を行い、キルチネル前政権以降の経済実績を強調

し、経常黒字と財政黒字を維持する政策の継続等を主張するとともに、亜建国２００周年

に向けて経済、インフラ、教育・科学技術、医療・社会開発の４分野を重視する考えを示

した。 

 新たなガス田から採掘されるガスをより自由価格に近い価格で販売できる制度の導入等

のエネルギー不足対応策が発表された。 

（２）穀物に係る輸出税率を国際価格に応じて変動させる新たな輸出税制度の創設が発表

された。農牧団体はこの制度改正に抗議し、農畜産品の出荷を停止するとともに、各地で

道路封鎖やデモ行進を行った。また、フェルナンデス大統領が農牧団体によるストライキ

を非難する演説を行ったのに対し、市民等による鍋叩きデモも行われた。このストライキ

の影響で、牛肉はほぼ全面的な供給不足に陥り、乳製品、食用油、野菜、果物等の食品に

ついても供給不足及び価格の高騰が生じた。 

（３）様々な業界で賃上げ合意が成立した。 

 ラ・ナシオン銀行は、新たな中小企業向け貸出制度の創設を発表した。 

亜・ベネズエラ首脳会合が行われ、亜はベネズエラに食糧を供給し石油の供給を受ける

等の協定が締結された。 

（２）２月の消費、生産ともに引き続き好調だった。市場見通しでは08年の成長率は7.4％、

09 年は 6.0％と予測されている。 

政府発表では、３月の消費者物価の伸びは 1.1％に留まったが、引き続き実態をかなり

下回っていると見られている。 

（３）米国金融情勢の悪化等により亜金融指標もやや悪化したが、外貨準備高は引き続き

増加した。 

２月の一次財政収支は、歳入の増加等により、前年に比べ黒字幅が大幅に増加した。 

（４）２月の貿易は、輸出が前年比 45％増、輸入が同 51％増となり、貿易黒字は同 24％

増加した。 

 

２．経済の主な動き 

（１）経済全般 

（イ）農牧関係 

 11 日、政府は、穀物に係る輸出税率を国際価格に応じて変動させる新たな輸出税制度の

創設を発表した。各産品の平均税率は、２月の平均価格の場合、大豆が 35％から 44.1％に、

ヒマワリが 32％から 39.1％に上昇する一方、小麦は 28％から 27.1％に、トウモロコシは

25％から 24.2％に若干低下する。ルストー経済相は、今回の措置の目的を、大豆へのモノ
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カルチャー化を抑制すること、小麦やトウモロコシの生産に対するインセンティブを高め

ること、国際価格から国内価格を遮断することなどと説明した。一方、農牧業界は、今回

の措置は歳入の増加が目的であり、農牧業界への新たな攻撃であると批判した。政府は、

今回の措置による増収は、対ＧＤＰ比 0.4％に相当する年間 12 億ドルと推計しているが、

農牧業界は 24 億ドルに達すると推計している。 

12 日、主要農牧４団体は、穀物に係る輸出税制度の改正に抗議し、同日から２日間スト

ライキを実施することを発表した。14 日には 19 日までのストライキの延長を、19 日には

25 日までの延長を、25 日には無期限の延長を決定した。この間、農畜産物の出荷が停止さ

れるとともに、各地で道路封鎖やデモ行進が行われた。 

25 日、フェルナンデス大統領は、農牧団体によるストライキを富裕者によるピケである

と非難した。これに対し、各地で抗議デモが起こり、大統領府前の五月広場をはじめとす

る各地で市民等による鍋叩きデモも行われた。 

27 日、フェルナンデス大統領は、政府支持者による集会において演説し、基礎食料品の

生産及び所得再分配の観点から輸出税制度の改正を擁護するとともに、政府は中小農牧生

産者とは対立するものではないこと、農牧団体と対話する用意があることを述べた。 

28 日、農牧団体はストライキの停止を決定し、政府と農牧団体による協議が行われた。

政府は、中小農牧生産者への補填等を提案しつつも、輸出税改正の方針は維持し、農牧団

体との協議は物別れに終わった。 

29 日、農牧団体は、政府提案の改善と、少なくとも 90 日間の輸出税改正の適用停止を

求めて、4月 2日まで再度ストライキを行うことを発表した。 

31 日、政府は、中小農牧生産者への支援策を発表した。ルストー経済相は、小規模生産

者に対する輸出税増税分の還付、輸送費の補助、小麦輸出の再開、酪農業者への補助、酪

農業者及び養鶏業者への金融支援、農村開発・家族農業副庁の創設を発表する一方、基礎

食料品の生産及び所得再分配の観点から、輸出税制度の改正を擁護した。フェルナンデス

大統領は、中小農牧生産者は制度改正前を同様の収益性を確保できること、全ての農牧生

産者は制度改正により損を被ることはないことを強調し、道路封鎖の解除を要求した。 

31 日、農牧団体は、根本的な輸出税の問題が解決されていないとして、少なくとも 4月

2 日までのストライキ続行を発表した。他方、道路封鎖を実施している農牧業者に対し、

食料を運搬するトラックの通行は認めるよう要請した。 

このストライキの影響で、牛肉はほぼ全面的な供給不足に陥り、乳製品、食用油、野菜、

果物等の食品についても供給不足及び価格の高騰が生じた。 

（ロ）その他 

１日、フェルナンデス大統領は、議会演説を行い、キルチネル前政権以降の経済実績を

強調するとともに、亜建国２００周年に向けて経済、インフラ、教育・科学技術、医療・

社会開発の４分野を重視する考えを示した。経済については、経常黒字と財政黒字の維持、

債務削減と外貨準備高の積上げの継続、公営銀行による生産セクター向け融資の実施、貧
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困率を一桁台に、失業率を５％に引き下げること等を主張した。 

10 日、政府は、エネルギー不足に対応する以下の施策を発表した。天然ガスに係る輸出

税を引き上げる。石油会社に補助金を支給し、産業向けにガスと同じ価格で液体燃料を供

与するエネルギー・トータル計画を 2009 年まで延長する。新たなガス田から採掘されるガ

スをより自由価格に近い価格で販売できるガス・プラス計画を実施する。 

10 日、亜から撤退する意向を示していたエッソ社は、亜から撤退しないことを決定した

と発表した。 

12 日、政府は、ペトロブラスのガソリンスタンド５カ所について、燃料の供給不足を理

由に各百万ペソの罰金を科した。 

 12 日、フェルナンデス大統領は、昨年末に発表したエネルギー効率利用計画に加えて、

2011 年から白熱灯の生産・輸入・販売を禁止する法律案を議会に提出することを発表した。 

 12 日、資本財及びインフラ投資に対して所得税及び付加価値税の優遇措置を付与する投

資促進法が成立した。 

18 日、火力発電所の稼働開始式典が行われた。2002 年以降初めての新規発電所の稼働と

なる。発電能力は、当初は 275ＭＷ、今年６月に 554ＭＷ、来年３月には 827ＭＷまで増加

する予定である。また、火力発電所をもう一基建設中であり、二基合わせた発電能力は、

今年下半期に 1100ＭＷ、来年６月には 1600ＭＷまで増加する予定である。 

18 日、アバド連邦歳入庁長官とエチェガライ関税局長は、両者の対立により辞任した。

同日、カルロス・フェルナンデス首相府予算評価長官が連邦歳入庁長官に任命され、31 日、

マリア・シルビーナ・ティラバッシ関税局次長が関税局長に任命された。 

燃料不足により、特に聖週間（20 日～）の前には、ガソリンスタンドに行列が見られた。 

 

（２）物価・賃金 

４日、政府とバス労組は、１月に遡り 170 ペソ、３月及び７月に更に 170 ペソずつ、及

び交通費の引上げを含む合計 22％の賃上げで合意した。賃金を 170 ペソ引き上げる毎に、

月額 15 百万ペソの補助金の追加が必要になると見られている。 

７日、政府と食肉業界及び流通業界は、13 部位の牛肉についての価格協定を締結した。

しかし、生産者団体は参加しておらず、具体的な期間や価格引下げのための措置も含まれ

ていない。 

10 日、ブエノスアイレス州政府と職員労組は、24％の賃上げで合意した。 

14 日、政府は、ビル管理人労組、パン労組、電力労組、地下鉄労組と会談し、年間合計

20%程度の賃上げで合意した。 

31 日、ブエノスアイレス州政府と同市公務員労組は、年間合計 19.5％の賃上げで合意し

た。 

31 日、銀行業界と労組は、19.5％の賃上げで合意した。 
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（３）金融・財政 

５日、ラ・ナシオン銀行総裁は、貸出期間最大１０年、当初５年間は金利 12％、その後

は変動金利、総額 50 億ペソの新たな中小企業向け貸出制度の創設を発表した。 

 12日、フェルナンデス大統領は、外貨準備高が500億ドルを超えたことを明らかにした。 

 

（４）対外関係 

６日、ベネズエラを訪問したフェルナンデス大統領は、チャベズ・ベネズエラ大統領と

会談し、亜はベネズエラに食糧を供給し石油の供給を受けること、亜国営エネルギー会社

ENARSAとベネズエラ石油公社PDVSAがオリノコ油田開発のために合弁会社を設立すること

等を内容とする協定が締結された。 

 

３．経済指標の動向 

（１）経済活動全般 

2007 年第４四半期のＧＤＰ（ＩＮＤＥＣ発表）は、前年同期比 9.1％増、前期比 1.9％

増となった。国内総固定投資は前年同期比 17.7％増、対ＧＤＰ比 26.0％となった。経済活

動別では、金融仲介業が前年比 18.1％増、運輸・通信業が同 14.4％増などと引き続き高い

成長となった。 

2007年通年では、前年比8.7％の増加となった。国内総固定投資は前年同期比14.4％増、

対ＧＤＰ比 24.3％となった。経済活動別では、金融仲介業が前年比 18.5％増、運輸・通信

業が同 13.8％増などと引き続き高い成長となった。 

１月の経済活動指数（ＩＮＤＥＣ発表）は、前年同月比 10.2％増、前月比 0.5％増と引

き続き好調だった。 

 ３月のＲＥＭ（民間エコノミストの予測の中銀による集計値）の平均では、08 年の実質

ＧＤＰ成長率は 7.4％、09 年は 6.0％と予測されている。 

 

（２）消費 

（イ）小売 

２月のスーパーマーケット売上高（ＩＮＤＥＣ発表）は、前年同月比 26.9％増、前月比

2.3％増と引き続き好調だった。ショッピングセンター売上高（ＩＮＤＥＣ発表）は、前年

同月比 15.2％増、前月比では 3.4％減とやや減速した。スーパーマーケット売上高の価格

指数の上昇率が減速して対前年比 8.9％増に留まったこと、及びショッピングセンター売

上高の価格指数の上昇率が前月比 1.3％下落したことが疑問視されており、売上高の伸び

は実態より大きく出ているのではないかと見られている。 

（ロ）自動車販売 

自動車協会（ＡＤＥＦＡ）が発表した３月の自動車販売台数は、前年同月比 25.3％増、

前月比 20.8％増と、引き続き好調だった。 
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（３）工業生産・建設活動 

（イ）工業生産 

２月の工業生産指数（ＩＮＤＥＣ発表）は、前年同月比 5.9％増、前月比 1.9％減となっ

た。昨年は夏期休暇を１月に取る企業が多かったのに対し、今年は２月に取る企業が多か

ったことが影響していると見られている。 

２月の稼働率は、前月に比べ 2.2％ポイント上昇したが、前年同月に比べ 1.1％ポイント

低下した。石油精製は 92.6％と引き続き高かった。 

（ロ）建設活動 

２月の建設活動指数（ＩＮＤＥＣ発表）は、前年同月比 9.6％増、前月比 0.6％増となっ

た。 

（ハ）自動車生産 

自動車協会が発表した３月の自動車生産台数は、前年同月比 10.5％増、前月比 47.4％増

と引き続き好調だった。 

 

（４）物価・雇用 

（イ）物価 

３月の消費者物価指数（ＩＮＤＥＣ発表）は、前月比 1.1％の上昇となったが、引き続

き実態をかなり下回っていると見られている。 

３月の卸売物価指数は、前月比 0.9％の上昇となった。 

ＲＥＭの平均では、08 年の消費者物価指数の上昇率は前年比 9.3％と予測されている。 

（ロ）雇用・賃金等 

２月の給与指数（ＩＮＤＥＣ発表）は、前月比 2.02％増となり、特に民間非正規部門が

同 4.27％増となった。 

ＲＥＭの平均では、08 年の失業率は 6.9％、09 年は 6.6％、08 年の給与指数の上昇率は

前年比 20.49％、09 年は同 18.37％と予測されている。 

 

（５）金融 

（イ）米国金融情勢の悪化等により、亜金融指標もやや悪化した。 

株価指数であるMerval指数は、19日には2,014ポイントまで下落したが、31日には2,104

ポイントまでやや回復した。カントリーリスク指数であるＥＭＢＩ＋は、17 日に 580 ポイ

ントまで上昇し、月末にかけて再び上昇して 31 日には 581 ポイントとなった。 

（ロ）為替レートは、14 日には１ドル＝3.1448 ペソまでペソが上昇したが、その後ペソが

下落して 31 日には 1 ドル＝3.1653 ペソとなった。コールレートは、横ばいで推移し、31

日には 8.06％となった。外貨準備高は、ドル売り介入により一時やや減少する局面もあっ

たが、３月末には 505 億ドルまで増加した。 
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 ＲＥＭの平均では、08 年の外貨準備高は 580 億ドル、為替レートは 1ドル＝3.24 ペソと

予測されている。 

 

（６）財政 

（イ）財政収支 

経済省が発表した２月の財政収支は、歳入が前年同月比 45％、一次歳出が同 42％増加し、

一次財政黒字は同 62％増の 32 億ペソとなった。 

ＲＥＭの平均では、08 年の一次財政黒字は 354 億ペソ、対ＧＤＰ比で約 3.6％と予測さ

れている。 

（ロ）税収 

経済省が発表した３月の税収は、前年同月比 26.9％増の 177 億ペソに留まった。予想よ

り 20 億ペソ以上低く、農牧団体によるストライキが影響したと見られている。付加価値税

収が同 27.8％増の 5,756 百万ペソ、法人及び個人に係る所得税収が同 20.0％増の 3,049

百万ペソ、輸出税収が同 49.5％増の 2,200 百万ペソ、社会保障雇用主負担金が同 29.0％増

の 2,230 百万ペソとなった。 

ＲＥＭの平均では、08 年の税収は、前年比 35.9％増の 2,715 億ペソと予測されている。 

 

（７）貿易 

２月の貿易（ＩＮＤＥＣ発表）は、輸出が前年同月比 45％増の 5,189 百万ドルとなり、

輸入が同 51％増の 4,207 百万ドルとなった結果、貿易黒字は同 24％増の 982 百万ドルとな

った。輸出は、国際価格の上昇等により、小麦等の穀物、大豆粕等の食品工業くず、原油・

ガソリン等の燃料等の輸出が増加した。輸入は、農業・金属等への中間財、航空機・自動

車部品・発電機・農機具等の資本財等が増加した。 

ＲＥＭの平均では、08 年の輸出は前年比 21％増の 678 億ドル、輸入は 27％増の 569 億

ドルと予測されている。 




















